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(百万円未満切捨て)

１．2022年５月期第３四半期の連結業績（2021年６月１日～2022年２月28日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年５月期第３四半期 250,630 － 2,747 － 2,688 － 362 －

2021年５月期第３四半期 217,897 △7.8 2,582 37.4 3,177 67.2 1,071 －
(注１)包括利益2022年５月期第３四半期 310百万円( －％) 2021年５月期第３四半期 3,431百万円( －％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年５月期第３四半期 11.57 －

2021年５月期第３四半期 34.16 －
(注２)第１四半期連結会計期間の期首より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。

以下、「収益認識会計基準」という。）等を適用しており、2022年５月期第３四半期に係る各数値については、
当該会計基準等を適用した後の数値となっており、対前年同四半期増減率は記載しておりません。

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年５月期第３四半期 264,945 83,595 30.5

2021年５月期 252,935 84,081 32.1
(参考)自己資本 2022年５月期第３四半期 80,700百万円 2021年５月期 81,300百万円

　
　
　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年５月期 － 0.00 － 15.00 15.00

2022年５月期 － 10.00 －

2022年５月期(予想) 5.00 15.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　　

　

３．2022年５月期の連結業績予想（2021年６月１日～2022年５月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 320,000 － 3,900 － 3,100 － 400 － 12.75
(注１)直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

(注２)第１四半期連結会計期間の期首より収益認識会計基準等を適用しており、上記の連結業績予想は当該会計基準等
を適用した後の金額となっており、対前期増減率は記載しておりません。

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 －社（社名） － 、除外 －社（社名） －
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
　

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年５月期３Ｑ 31,554,629株 2021年５月期 31,554,629株

② 期末自己株式数 2022年５月期３Ｑ 198,657株 2021年５月期 194,681株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年５月期３Ｑ 31,358,110株 2021年５月期３Ｑ 31,363,278株

　
　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業

績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあた

っての注意事項等については、添付資料３ページ「１.当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想など

の将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、米国や欧州においては新型コロナウイルス感染症による行動規

制の緩和や経済政策により、総じて回復基調が続く一方、中国では環境問題やゼロコロナ政策により経済活動鈍化

の動きが見られました。また、世界的な半導体不足による生産制約の長期化懸念やエネルギー及び資源価格の急激

な高騰に加え、ロシアによるウクライナ侵攻の地政学的リスク顕在化や為替の急変動など、引き続き動向をより一

層注視する必要があります。わが国の経済は、感染者数の増加と減少に合わせて経済活動の制限と緩和が繰り返さ

れる中で、緩慢ながらも持ち直しの動きは続いておりますが、自動車部品不足解消の動きの遅れや感染動向に影響

されやすい個人消費が足元では下押し要因となるなど、先行きは一段と不透明感を増しております。

このような環境のもと、当社グループは、基本方針を『収益面での健全経営を確立し、安定的に成長する企業グ

ループへ』とする2022年５月期から2024年５月期までの中期経営計画をスタートさせました。長期的に目指す姿と

して『サステナブルで豊かな暮らしに貢献』『多角化した経営』を掲げた「VISION2030」の実現に向けた重要な第

１段階と位置づけ、各施策に取り組んでおります。

この結果、当第３四半期連結累計期間における連結業績は、売上高2,506億30百万円（前年同期は2,178億97百万

円）、営業利益27億47百万円（前年同期は営業利益25億82百万円）、経常利益26億88百万円（前年同期は経常利益

31億77百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益３億62百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利

益10億71百万円）となりました。

なお、第１四半期連結会計期間の期首より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月

31日）等を適用しております。2022年５月期第３四半期に係る各金額については、当該会計基準等を適用した後の

金額となっており、対前年同四半期増減率は記載しておりません。

詳細については、「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方

針の変更）及び（セグメント情報等）」をご参照ください。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

建材事建材事建材事建材事建材事業業業業業

建材事業においては、建築着工が堅調に回復を続けていることや、好調なマンションなどのリフォーム需要を取

り込んだこと、イエナカ生活、換気・非接触対応商品などの需要が増加したことなどにより、売上高1,358億38百万

円（前年同期は1,318億39百万円）となりました。利益については、収益改善施策等を進めましたが、アルミ地金等

の原材料価格高騰の影響により、セグメント利益14億69百万円（前年同期はセグメント利益18億34百万円）となり

ました。

マテリアル事マテリアル事マテリアル事マテリアル事マテリアル事業業業業業

マテリアル事業においては、半導体製造装置向けの活況な設備投資を背景とした好調な受注に加え、アルミ地金

市況に連動する売上の増加などにより、売上高382億３百万円（前年同期は282億12百万円）となりました。利益に

ついては、燃料価格や添加金属などの原材料価格高騰の影響により、セグメント利益19億59百万円（前年同期はセ

グメント利益20億43百万円）となりました。
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商業施設事商業施設事商業施設事商業施設事商業施設事業業業業業

商業施設事業においては、店舗建築着工が回復基調にあることや、積極的に投資を行っている流通小売業を中心

に既存店改装需要を取り込んだことなどにより、売上高307億１百万円（前年同期は286億36百万円）となりまし

た。利益については、鋼材等の原材料価格高騰の影響を受けたものの、売上の増加や業務効率の改善を進めたこと

などにより、セグメント利益15億66百万円（前年同期はセグメント利益14億18百万円）となりました。

国際事国際事国際事国際事国際事業業業業業

国際事業においては、欧州で機械分野などの販売物量が増加したことや電気自動車需要が高まったこと、タイで

自動車分野を中心に好調に推移したことに加え、アルミ地金市況に連動する売上の増加や為替影響などにより、売

上高446億８百万円（前年同期は290億89百万円）となりました。利益については、燃料価格や原材料価格高騰の影

響を受けたものの、売上の増加やタイでの販売構成の改善などにより、セグメント損失22億54百万円（前年同期は

セグメント損失25億47百万円）となりました。

（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて120億10百万円増加し、2,649億45百万円と

なりました。これは、現金及び預金が53億19百万円減少したものの、受取手形、売掛金及び契約資産が77億42百万

円、商品及び製品等の棚卸資産が54億76百万円、それぞれ増加したことが主な要因であります。

負債は、前連結会計年度末に比べて124億96百万円増加し、1,813億50百万円となりました。これは、未払法人税

等が９億44百万円減少したものの、支払手形及び買掛金が87億２百万円、電子記録債務が32億63百万円、賞与引当

金が17億10百万円、それぞれ増加したことが主な要因であります。なお、純資産は835億95百万円、自己資本比率は

30.5％となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2021年７月13日に公表いたしました業績予想の見直しは行っておりません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 23,926 18,606

受取手形及び売掛金 46,132 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 53,875

電子記録債権 4,237 5,135

有価証券 1,431 1,387

商品及び製品 15,275 19,320

仕掛品 17,629 16,271

原材料及び貯蔵品 12,458 15,249

その他 6,492 8,666

貸倒引当金 △700 △731

流動資産合計 126,884 137,781

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 22,798 22,488

土地 54,312 54,094

その他（純額） 24,402 25,627

有形固定資産合計 101,514 102,210

無形固定資産

のれん 2,115 1,744

その他 2,662 2,534

無形固定資産合計 4,777 4,279

投資その他の資産

投資有価証券 11,296 11,597

その他 9,029 9,759

貸倒引当金 △567 △682

投資その他の資産合計 19,758 20,674

固定資産合計 126,050 127,163

資産合計 252,935 264,945
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 40,010 48,713

電子記録債務 16,931 20,194

短期借入金 13,774 14,467

1年内返済予定の長期借入金 15,576 16,856

未払法人税等 1,560 616

賞与引当金 349 2,059

引当金 11 35

その他 19,062 16,072

流動負債合計 107,277 119,016

固定負債

長期借入金 39,669 39,468

製品改修引当金 942 822

退職給付に係る負債 11,832 11,945

資産除去債務 467 473

その他 8,664 9,623

固定負債合計 61,576 62,334

負債合計 168,853 181,350

純資産の部

株主資本

資本金 15,000 15,000

資本剰余金 31,929 31,929

利益剰余金 26,582 26,156

自己株式 △248 △251

株主資本合計 73,262 72,833

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 990 869

繰延ヘッジ損益 798 638

土地再評価差額金 3,835 3,835

為替換算調整勘定 △430 △268

退職給付に係る調整累計額 2,844 2,793

その他の包括利益累計額合計 8,037 7,867

非支配株主持分 2,781 2,894

純資産合計 84,081 83,595

負債純資産合計 252,935 264,945
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年６月１日
　至 2021年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年６月１日
　至 2022年２月28日)

売上高 217,897 250,630

売上原価 167,461 198,692

売上総利益 50,436 51,937

販売費及び一般管理費 47,853 49,189

営業利益 2,582 2,747

営業外収益

受取利息 30 27

受取配当金 194 132

スクラップ売却益 423 －

持分法による投資利益 212 255

助成金収入 438 81

その他 737 434

営業外収益合計 2,036 930

営業外費用

支払利息 448 452

売上割引 613 －

為替差損 － 213

その他 379 324

営業外費用合計 1,441 990

経常利益 3,177 2,688

特別利益

固定資産売却益 6 251

投資有価証券売却益 149 41

その他 1 2

特別利益合計 156 295

特別損失

固定資産売却損 5 32

固定資産除却損 270 417

減損損失 － 152

投資有価証券評価損 10 8

その他 1 3

特別損失合計 287 613

税金等調整前四半期純利益 3,047 2,369

法人税等 1,795 1,883

四半期純利益 1,251 486

非支配株主に帰属する四半期純利益 179 123

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,071 362
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年６月１日
　至 2021年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年６月１日
　至 2022年２月28日)

四半期純利益 1,251 486

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 582 △119

繰延ヘッジ損益 1,221 △159

為替換算調整勘定 106 155

退職給付に係る調整額 244 △7

持分法適用会社に対する持分相当額 23 △44

その他の包括利益合計 2,180 △175

四半期包括利益 3,431 310

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 3,254 192

非支配株主に係る四半期包括利益 176 118
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

一部の連結子会社において、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法

を採用しております。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これにより、工事契約については、従来は、収益総額、工事原価総額、工事進捗度の各要素において成果の

確実性が認められる工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりま

したが、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。なお、履

行義務の充足に係る進捗度の測定は、主に発生原価に基づくインプット法によっておりますが、履行義務の充

足に係る進捗度を合理的に見積もることができないものの、発生する費用を回収することが見込まれる場合に

は、原価回収基準にて収益を認識しております。また、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足す

ると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については、代替的な取扱いを適用し完全に履行義務を充

足した時点で収益を認識しております。

有償支給取引については、支給品の譲渡に係る収益は認識せず、かつ支給品の消滅も認識しない方法に変更

しております。なお、支給先に残存する支給品の期末棚卸高相当額について「有償支給取引に係る負債」を認

識し、流動負債「その他」に含めております。

顧客への財又はサービスの提供において、当該財又はサービスを当社が支配している場合には、本人取引と

して顧客から受け取る対価の総額を収益として認識し、当該財又はサービスを当社が支配していない場合に

は、代理人取引として顧客から受け取る対価の総額から第三者に対する支払い額を控除した純額を収益として

認識する方法に変更しております。

また、従来は、営業外収益に計上していたスクラップ売却益については、顧客へ移転した財の対価として受

け取るものであることから売上高として認識し、営業外費用に計上していた売上割引については、顧客に支払

われる対価として売上高から減額しております。

　



三協立山株式会社(5932) 2022年５月期 第３四半期決算短信

－ 9 －

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は2,940百万円減少し、営業利益は919百万円増加し、経常利

益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ267百万円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高は

１百万円減少しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示して

いた「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表

示することといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会

計年度について、新たな表示方法により組替えを行っておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と

いう。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する

会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定

会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。

この結果、第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に与える影響はなく、当第３四半期連結累計期間

の連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する会計上の見積り）

当第３四半期連結累計期間において、新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する会計上の見積りに重要

な変更はありません。
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（セグメント情報等）

前第３四半期連結累計期間(自 2020年６月１日 至 2021年２月28日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)３

建材
事業

マテリ
アル
事業

商業
施設
事業

国際
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 131,839 28,212 28,636 29,089 217,779 118 217,897 － 217,897

セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,516 24,591 49 40 27,198 － 27,198 △27,198 －

計 134,356 52,804 28,686 29,129 244,977 118 245,095 △27,198 217,897

セグメント利益又は
損失（△）

1,834 2,043 1,418 △2,547 2,749 △112 2,637 △54 2,582

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸事業、農業分野事業等を含ん

でおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△54百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△59

百万円が含まれております。全社費用は、主として各報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費で

あります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当第３四半期連結累計期間において、固定資産に係る重要な減損損失の認識、のれんの金額の重要な変動及び重要

な負ののれん発生益の認識はありません。
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当第３四半期連結累計期間(自 2021年６月１日 至 2022年２月28日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)３

建材
事業

マテリ
アル
事業

商業
施設
事業

国際
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 135,838 38,203 30,701 44,608 249,351 1,278 250,630 － 250,630

セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,800 25,443 55 185 28,484 － 28,484 △28,484 －

計 138,639 63,646 30,756 44,793 277,836 1,278 279,115 △28,484 250,630

セグメント利益又は
損失（△）

1,469 1,959 1,566 △2,254 2,741 71 2,812 △65 2,747

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸事業、植物工場事業（旧農業

分野事業）等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△65百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△63

百万円が含まれております。全社費用は、主として各報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費で

あります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当第３四半期連結累計期間において、固定資産に係る重要な減損損失の認識、のれんの金額の重要な変動及び重要

な負ののれん発生益の認識はありません。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

（会計方針の変更）に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識

に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「建材事業」セグメントの売上高は4,982百万

円減少、セグメント利益は289百万円減少し、「マテリアル事業」セグメントの売上高は66百万円増加、セグメント利

益は119百万円増加し、「商業施設事業」セグメントの売上高は174百万円増加、セグメント利益は47百万円増加し、

「国際事業」セグメントの売上高は909百万円増加、セグメント利益は909百万円増加し、「その他」に含まれる植物

工場事業の売上高は890百万円増加、セグメント利益は130百万円増加しております。

　


